






















東日本大震災と福島第一原発事故による避難者は 2013 年 12 月 12 日現在 27 万 4088 人にのぼり、全












筆者が関わる愛知県被災者支援センターは 2011 年 6 月に設置された。本機関は、愛知県内への避難






















2013 年 12 月 12 日現在、避難者が 1000 人を超える都道府県は東北と関東に集中しており愛知県は 14
番目になる。3 県以外の避難者 5 万 8161 人に対し、愛知県への避難者数は 2.1％に相当する（総務省全
国避難者情報システムによる）。
宮城県 （92,290 人） 栃木県 （3,042 人）
福島県 （87,712 人） 北海道 （2,728 人）
岩手県 （35,925 人） 神奈川県 （2,425 人）
東京都 （8,048 人） 群馬県 （1,577 人）
山形県 （6,356 人） 愛知県 （1,208 人）
茨城県 （5,003 人） 長野県 （1,183 人）
新潟県 （4,863 人） 秋田県 （1,113 人）
千葉県 （3,976 人） 静岡県 （1,088 人）
埼玉県 （3,054 人） 岡山県 （1,027 人）
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愛知県には 2013 年 12 月 23 日現在、青森・岩手・宮城・福島・栃木・茨城・千葉・東京・埼玉・神
奈川から 520 世帯 1206 人が震災・津波と原発事故を理由に避難登録している。避難前の住所は、2013
年 9 月アンケート有効回答者によれば以下の通りである。









亘理町・山元町・宮城郡・ 関東 18 9.0％
女川町・南三陸町 茨城・栃木・千葉・
埼玉・東京・神奈川





● 2011 年７月調査は愛知県「受入被災者アンケート調査」 6 月 30 日－ 7 月 11 日による。
（郵送による無記名、6 月 30 日現在の受入被災者登録制度に登録された全 407 世帯対象、回答数 174
世帯、回収率 42.8％）
2012 年、2013 年調査は、名古屋大学社会学研究室による。
（2012 年５月調査 540 世帯対象、回答数 157 世帯、回答率 29％）
（2013 年９月調査 508 世帯対象、回答数 213 世帯、回答率 42％）
1─1─2　緊急かつ継続する避難とその家族
1─1─2─1　緊急な避難と継続的な避難（2011年 7月、2013年 9月調査）
2011 年 7 月 22 日時点では、愛知県には 479 世帯 1257 人が避難している。その 86％は震災直後から
4 月にかけての避難であり、避難が緊急であったことを示している。同時に避難は現在も続いている。
2013 年 10 月 24 日時点（532 世帯 1230 人）の登録世帯の避難時期は 2011 年が 66％、2012 年が 27％、
2013 年が 7％である（2013 年 9 月調査）。
避難した時期（2011 年 7 月調査） 避難した時期（2013 年 9 月調査）
2011 年 3 月 62.1％ 2011 年 66.2％
4 月 23.5％ 2012 年 26.6％










愛知県への避難理由（三つ）（2011 年 7 月） 同避難理由（あてはまるもの）（2012年5月）
家族・親族がいるから 76% 愛知県の親・子・孫から・親戚がいる 49%
原発や放射能の不安が少ないと思った 36% 原発や放射能の不安が少ないと思った 47%
知人・友人がいるから 15% 知人・友人から避難を勧められた 14%
自分や家族が以前住んでいたから 12% 自分や家族が以前住んでいたから 24%
地震や津波の不安が少ないと思ったから 12% 地震や津波の不安が少ないと思ったから －
会社等の関係があるから 10% 会社等の関係があるから －
仕事が探せそうだから  9% 仕事が探せそうだから 15%
行政や地域の支援が期待できそう  8% 行政や地域の支援が期待できそう  8% 
1─1─2─3　避難世帯とその家族（2011年 7月）
避難世帯で被災地にも家族が残っている割合は 2011 年 7 月調査で約半数（48％）になる。この傾向








1 人 16  9.9% 0   0%
2 人 31 19.1% 5 16.1%
3 人 31 19.1% 14 45.2%
4 人 34 21.0% 22 64.7%
5 人 24  14.8% 16 66.7%
6 人 16  9.9% 13 81.3%
7 人  4  2.5% 2 50.0%
8 人  5  3.1% 5 100%
9 人  1  0.6% 1 100%







1 生活物資や家電製品がなかった 47.1% 1 保育所への入所 14.9％
2 見知らぬ土地で生活環境変化 46.6% 2 介護保険サービス  8.0%
3 生活資金が少なかった 40.2% 3 妊婦・乳幼児健診   7.5%
4 家族が離れて生活することに 33.3% 4 健康相談   5.7%
5 災害や避難生活で体調を崩した 21.8% 5 障害福祉サービス   4.6%
6 入居住宅の設備環境が良くない 14.9% 6 こころの健康相談   2.3%
 
愛知県の避難者受入れの情報の入手　　　　　 現在の主な情報の入手先（三つ）　　　　　 
1 愛知県に来てから入手した 50.6% 1 愛知県や市町村からの情報 74.1%
2 友人や家族から入手した 38.5% 2 テレビ・ラジオ 48.9% 
3 自分で調べた 19.0% 3 新聞 35.1% 
4 事前には入手できなかった 16.1% 4 インターネット・携帯サイト 35.1% 













4 月 4 日公営住宅入居人数　 4 月 27 日受入被災者登録　　  
233 世帯 779 人 354 世帯 1,074 人
岩手県  19 人 岩手県    53 人
宮城県  97 人 宮城県   196 人
福島県 631 人 福島県   781 人
その他  32 人 その他    44 人
●東日本大震災の被災者への県営住宅の受付について（平成 24 年 12 月 28 日で受付を終了）

















岩手県からの避難世帯は 2011 年後半が最大でその後漸減、宮城県・福島県は 2012 年夏頃まで増加して
その後漸減、関東からの避難は継続して増加している。震災・津波に依る避難者と原発事故に伴う避難
者は対照的な傾向を示している。
2011 年 4 月 13 日 2011 年 10 月 06 日 2012 年 3 月 29 日 2013 年 10 月 24 日
岩手県 28 人 48 世帯 91 人 49 世帯 85 人 39 世帯 70 人
宮城県 118 人 113 世帯 234 人 124 世帯 243 人 116 世帯 225 人
福島県 614 人 286 世帯 769 人 317 世帯 804 人 307 世帯 765 人
その他 38 人 39 世帯 78 人 52 世帯 117 人 69 世帯 170 人







住民票異動者と受入被災者登録の関係について、2007 年 10 月から 2012 年 9 月の愛知県の人口統
計より概要をみてみたい。人口統計では各年度の 10 月から次年度 9 月の通算数で発表されている。
①：2007 年 10 月～ 2008 年 9 月、②：2008 年 10 月～ 2009 年 9 月、のようになる。大震災は 2011 年

























岩手 661 525 372 417 387 45 15
宮城 1765 1490 1367 1582 1395 215 28
福島 718 625 500 1147 700 647 200
その他
青森 1224 858 613 604 637 ▲ .9 24
栃木 1002 984 821 980 964 159 143
茨城 1500 1275 1284 1435 1264 151 ▲ 20
千葉 4953 4672 4372 4698 4519 326 147
埼玉 4685 4112 4024 4248 4269 224 245
東京 12993 12521 11881 13107 13180 1226 1929
神奈川 8379 7924 7307 7355 7581 48 274
住民票を移動している転入者がすべて震災・原発事故による避難者と一致するわけではないが、2012
年 11 月 01 日現在の受入被災者登録数に照らすと、震災発生前年比の増（⑥＋⑦）がやや登録数に近い。
受入被災者登録数 震災発生前年比の増
2012 年 11 月 1 日 ⑥＋⑦
岩手県  80 人  60 人
宮城県 234 人 243 人
福島県 803 人 847 人
青森県及び関東 6 都県からの登録数は 2012 年 11 月 1 日で 125 人（2013 年 10 月 24 日では 170 人が登録）





ていないが、公表数字により「2011 年 3～6 月」の 4 カ月間の転入者数と受入被災者登録数、住宅支援
の状況を対比してみたい。
岩手・宮城・福島の 3 県から 2011 年 3～6 月に愛知県へ転入した人数は 1976 人である。転入者数に
対し、避難者に提供された住宅入居者数（受入被災者登録して親戚・家族世帯に同居人数も含む）が占
める割合は、岩手県が 38％、宮城県が 26％である。福島県は 116％である。住宅提供の情報をもとに
多人数で避難し、避難先で世帯分離していることを伺わせる。
3－6 月の愛知県への転入者数　　　　　　  7 月時点での、被災者の入居世帯数・人数  
（平成 23 年 7 月 15 日現在）
岩手県 136 世帯、     219 人 岩手県    84 人
宮城県 603 世帯、  1,017 人 宮城県   261 人
福島県 341 世帯、    740 人 福島県   840 人
合計 1,080 世帯、1,976 人 その他    85 人
合計 482 世帯 1,270 人
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1─2─2─4　住民票移動の有無（2013年 9月調査）
住民票は 2013 年 9 月時点で、59％が「家族全員移動」、22％は「一部家族のみ移動」、19％が「移動
していない」。「移動していない」と回答した 40 人中 35 人が福島県である。
住民票を移動していない理由は「一時的な避難と考えている」20 人（内福島県 17 人）「損害賠償へ
の影響心配」18 人（18 人）、「行政サービスへの影響心配」16 人（14 人）「地元と関係と保つ」10 人（8
人）となっている。
住民票の移動（2013 年 9 月）　　　　　　　 住民票を移動していない理由　　　　　　　　
回答者 213 一時的な避難と考えているため 50％
移動した（家族全員） 125 59％ 東電への賠償が心配なため 45％
移動した（一部家族） 46 22％ 移動で行政サービス等支援の影響が心配 40％
移動していない 40 19％ 地元と関係を保つため 25％






今後の見通し（2013 年 9 月）　　　　　　　　　 家計の状況（2013 年 9 月）　　　　　　   　　 
愛知県に定住する （46％） 余裕がある 6 3％
被災前に住んでいた地域に戻る （ 7％） 余裕はないが生活できる 83 40％
被災前に住んでいた地域の近くに戻る（ 3％） ぎりぎり生活できる水準である 70 34％
上記以外の地域に定住したい （ 2％） 足りない 47 23％
わからない （41％） 合計 206 100％
1─3─1─2　避難者の年齢構成（2013年 1月）
2013 年 1 月現在で、避難者の 33％が 18 歳以下、14％が 60 歳以上である。70 歳以上は約 90 人である。
愛知県に避難している年齢構成（2013 年 1 月） 
年齢     数 比率
0 ～ 3 歳  82 人  7%
4 ～ 6 歳 105 人  9%
7 ～ 12 歳 152 人 12%
13 ～ 15 歳  48 人  4%
16 ～ 18 歳  22 人  2%
19 ～ 29 歳 152 人 12%
30 ～ 39 歳 269 人 22%
40 ～ 49 歳 171 人 14%
50 ～ 59 歳  64 人  5%
60 ～ 74 歳 105 人  9%
75 歳以上  61 人  5%
計 536 世帯　 1,231 人 
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1─3─1─3　アンケートの自由記入より（2012年 5月調査）








2012 年５月調査では全体の 68％、宮城県は 30 人中 8 人（27％）、福島県は 102 人中 87 人（85％）、そ
の他では 13 人中 10 人（77％）を占めている。
前住地を離れた理由（複数回答）
岩手 宮城 福島 他 合計
住宅に被害をうけた 10 17 19 5 51 （33％）
家族・親族を失った 3 0 1 0 4 （ 3％）
仕事を失った 3 15 13 1 32 （21％）
原発事故による放射能被害を防ぐ 0 8 87 10 106 （68％）
その他 4 7 14 4 29 （19％）
1─3─2─2　「自主避難者ワークショップ」（2012年 2月）



























































県に避難するまでの避難経過箇所は、2 カ所以上が 34％を占め、1 カ月以上経過している方は 28 人（回




愛知県に来るまでの避難経過箇所数（2012 年 5 月調査）
回答 157 人
なし （47 人） 30％
1 カ所 （36 人） 23％
2 カ所 （28 人） 18％
3 カ所 （17 人） 11％
4 カ所 （ 7 人）  4％
5 カ所以上 （ 2 人）  1％
　　愛知県に来るまでの避難経過の期間が 1 カ月以上経過している方（内数）





愛知県では、2011 年 6 月に愛知県被災者支援センターが設置され、受入被災者登録情報にもとづく




























われたが、4 月 12 日に総務省全国被災
者情報システムの運用が開始された。
受入被災者支援要領（平成 23 年 6 月
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（別紙１）               【避難先等に関する情報提供書面】 
太枠内のみ記入してください。 
① 氏名 ②生年月日 ④避難元市町村における住所（避難前に居住していた住所） 
（ふりがな） 明・大・昭・平 
 












  郡 
 
町 
    
村 
市町村名より下の住所（指定都市の区、町、字等） 
                 
 
 
番       号 






























  郡 
 
町 




                    
 
 
 番       号 
    
（マンション・アパート名及び部屋番号） 
   
  
平成  年  月  日 連絡先代表者で 
















した情報を提供することに同意します。                
平成  年  月  日  （氏名）                     
 
都道府県コード 市町村コード 
            
整理番号(a)      

















愛知県被災者支援センターは 2011 年６月 16 日に設置された。県知事はその使命について次のように
のべている。（「本県には現在でも 1200 人を超える方々が被災地域から避難されており、遠く慣れない
地域で生活を送っておられる皆様のニーズにきめ細かく対応するため、来年度も「愛知県被災者支援セ




・センター長（四つの NPO による 4 人の共同センター長、内 1 人が統括センター長）






定期便（毎月 10 日、25 日）発送
・ 定期的に全世帯への情報提供を継続している。
情報誌「あおぞら」の編集発行










・羽毛布団（6－9 月）・生活家電（7 月）10 種・扇風機　（7－8 月）・ベビーベッド、ベビーチェア、





　飛島村より全世帯に各 10kg のお米の提供　　2 月頃
・コープ・愛知県経済連、他の協力で各 5kg のお米の提供　　10 月頃
　（転居・辞退を含めて、連絡が取れて見守りできた割合は以下のとおり）
2012 年  2 月（1 回目）97％
2012 年 10 月（2 回目）95％
2013 年  2 月（3 回目）94％





 2011 年度実績（28 回、＊＊世帯、1003 人、内大交流会 159 人）実質約 3 割の参加　
2012 年度実績（56 回、583 世帯、1646 人、内大交流会 274 人）実質約 5 割の参加































50 歳以上、単身世帯への見守り訪問（2012 年 11 月）：市町村・社協・支援センター




































・ 2012 年 7 月～ 2013 年 5 月までに、7 月登録世帯の 14％（73 世帯）が転出した。その内、転出先の















4 月 6 日愛知県受入れ被災者登録制度
4 月 12 日～総務省全国避難者情報システム
2011 年 3 月 14 日「あいちなごや東日本大震災支援ボランティア連絡会」が発足し、連絡会をベース
に被災地支援とともに県内へ避難された方への支援活動が始まった。4 月 14 日に名古屋市が東日本大
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震災支援ボランティアセンターなごやを開設した。






布団や家電お届け（市町村、コープあいち + 災害ボランティア・県 PT 職員で約 80 世帯分）
5 月 15 日県外避難者交流会
6 月 6 日愛知県受入れ被災者支援要領
愛知県・名古屋市では企業から提供された布団を全世帯に提供した。名古屋市と安城市からコープあ
いちへ協力要請があり、名古屋市では 4 月末の連休前からコープあいちとボランティアの協力で布団お





〈6 月中旬～ 7 月頃〉
6 月 16 日 NPO 委託「愛知県被災者支援センター」発足
7 月 6 日支援センター・パーソナルサポート（PS）支援チーム発足
（県弁護士会、県司法書士会、法テラス三河、県社協他、愛知県 PT、支援センター）
6 月 16 日に開設された愛知県被災者支援センターは運営受託した 4NPO と協力団体である県社協・
コープ、及び愛知県受入被災者プロジェクトによる会議体が設けられ、参加組織の補完的な活動が可能
になった。発足前から布団のお届け等で一人ひとりへの個別支援の重要性を共有できたこともあって、
7 月 6 日にはパーソナルサポート支援チームが発足した。生活困窮者支援の経験がある弁護士を始め、
意欲ある専門家を含む関係者の協力が得られたことから、その都度の避難者支援に必要な支援施策を多
角的に協議でき、また交流会等で得られた情報を複合的な視点で受けとめることができるようになった。
〈7 月中旬～ 8 月頃〉
・行事・祭り・イベント（イベント等とあわせた交流会の開催・案内）
愛知県 PT 「県内避難者（無記名）アンケート」実施 
7 月 28 日「市町村担当者連絡会」（見守りを呼びかけ）





〈8 月中旬～ 10 月頃〉
予約制無料相談（豊橋・名古屋・岡崎）と相談電話を案内 
8 月 26 日「被災者支援制度の説明会」（支援者対象） 




















1 月 28 日  弁護団説明会 
2 月 12 日「小牧・ゆるりっと会」、






































・「いっしょにやりますのつどい」（2012 年 1 月～ 2013 年に継続開催）
・「人材育成研修企画」（毎年、11 月、3 月頃に開催）
・「子ども被災者支援法への意見を持ち寄る懇談会」（2013 年 5 月）17 会場で開催








・ 一人ひとりの結びつきでは、毎年交流会への参加が増え 2012 年度は半数が参加した。2013 年の大


























































　（c．生活物資・資金の支援） －5 施策 2 施策継続
★生活支援品の提供
★企業等からの支援物資の提供













　（f．就労の支援） －4 施策 1 施策継続
被災者の雇用支援（緊急雇用創出事業基金により、県・市町村が臨時雇用職員）








































































この点での具体的なアプローチは 2 ─ 4 ─ 3 で紹介する。
１人ひとりの声を把握しうけとめ、支援に結びつける重層的な連携を当事者参加型でつくる。





































チームの会合は、毎月隔週水曜日の 17 － 19 時を基本として、愛知県被災者支援センターで開催さ


























2011 年 7 月調査（愛知県調査： 407 世帯対象、174 世帯回答、回答率　42.8％
2012 年 5 月調査（社会学研究室実施： 540 世帯対象、157 世帯回答、回答率　29.0％
2012 年 5 月調査（PS 支援チーム 540 世帯対象、88 世帯回答、 回答率　16.3％



















































































・参加者 91 人（当事者 26 人、支援者 65 人）
・ 午前中：当事者 6 人より「医療や健康調査」「子育て世代の食の安全」「生活の自立をめざして」「ADR
について」「愛知での地元のつながり」「外国人として避難して」のテーマで「私の抱えている問題」
をリレートークで報告した。
・ 午後のグループワークでは午前中のリレートークを受けて、A 班「医療と健康調査」、B 班「子育
て世代の食と安全」、C 班「生活の自立をめざして」、D 班「避難者の地元のつながり」、E 班「原






































3─1　愛知県被災者支援センターによる支援についてのアンケート結果（2013 年 9 月）
２では支援の実際を紹介した。これについて当事者はどう評価しているだろうか。







現在の支援は、満足が 6 割・不満は 4 割程度で、今後の支援の必要性は 8 割以上に共通する
（住まい）
現在の支援満足度 65％－ 34％＝（32％） 必要な支援 86 － 15 ＝（71）
満足していない 14.1 必要でない  7.0
あまり満足していない 19.9 あまり必要でない  7.5
やや満足している 33.5 やや必要である 14.5
満足している 32.5 必要である 71.0
合計 　 100.0 合計  100.0
（健康・医療）
現在の支援満足度 60 － 40 ＝（20） 必要な支援 88 － 12 ＝（75）
満足していない 19.1 必要でない  4.5
あまり満足していない 21.1 あまり必要でない  7.5
やや満足している 34.8 やや必要である 21.5
満足している 25.0 必要である 66.5
合計 　 100.0 合計  100.0
（子育て） 有効回答 70％：81％
現在の支援満足度 58 － 41 ＝（17） 必要な支援 81 － 20 ＝（61）
満足していない 17.4 必要でない 10.9
あまり満足していない 24.2 あまり必要でない  8.6
やや満足している 41.6 やや必要である 21.3
満足している 16.8 必要である 59.2




　現在の支援は、満足が 5 割・不満が 4 割強、今後の支援は、必要が約 7 割、必要でない約 3 割
（避難者同士の交流）
現在の支援満足度 55 － 45 ＝（10） 必要な支援 75 － 25 ＝（57）
満足していない   15.3 必要でない  8.2
あまり満足していない   29.4 あまり必要でない 16.5
やや満足している   38.4 やや必要である 41.2
満足している   16.9 必要である 34.0
合計 　 100.0 合計  100.0
（地域との関わり）
現在の支援満足度 55 － 45 ＝（10） 必要な支援 67 － 33 ＝（34）
満足していない   12.6 必要でない 11.1
あまり満足していない   32.6 あまり必要でない 21.6
やや満足している   41.1 やや必要である 41.1
満足している   13.7 必要である 26.3





　現在の支援は、満足よりも不満が多く、今後の支援は、必要が 7 ～ 9 割
（就労） 有効回答 81％：86％
現在の支援満足度 45 － 55 ＝（▲ 10） 必要な支援 73 － 27 ＝（46）
満足していない 27.7 必要でない 13.7
あまり満足していない 27.2 あまり必要でない 13.1
やや満足している 33.5 やや必要である 22.4
満足している 11.6 必要である 50.8
合計 　 100.0 合計 100.0
（離れて暮らす家族に関する支援）　該当 40％：41％
支援満足度 20 － 80 ＝（▲ 60） 必要な支援 91 － 9 ＝（82）
　満足していない 49.4 　必要でない 3.4
　あまり満足していない 30.6 　あまり必要でない 5.7
　やや満足している 14.1 　やや必要である 23.0
　満足している  5.9 　必要である 67.8







（お米の配布） 92 － 4 ＝（88） （定期便などの情報提供） 88－5 ＝（83）
わからない 4.5 わからない 7.3
評価できない 2.0 評価できない 0.5
あまり評価できない 1.5 あまり評価できない 4.4
やや評価できる 10.5 やや評価できる 22.4
評価できる 81.5 評価できる 65.4
合計 100.0 合計  100.0
3─1─2─2　〈交流会・子ども向け各種企画〉わからない層はあるが、約7割が評価
（交流会） 76 － 8 ＝（68） （子供向け各種支援） 64 － 7 ＝（57）
　わからない 16.1 わからない 28.3
　評価できない 2.5 評価できない 3.7
　あまり評価できない 5.0 あまり評価できない 3.7
　やや評価できる 26.6 やや評価できる 19.3
　評価できる 49.7 評価できる 44.9
合計 　 100.0 合計  100.0
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3─1─2─3　〈賠償・見守り・暮らしの相談〉わからないが 3割あり、5割程度の評価
（賠償に関する支援） 51 － 15 ＝（36） （暮らしに関する相談） 47 － 22 ＝（25）
わからない 34.4 わからない 31.1
評価できない 6.3 評価できない 6.7
あまり評価できない 8.9 あまり評価できない 15.0
やや評価できる 19.8 やや評価できる 23.3
評価できる 30.7 評価できる 23.8
合計 100.0 合計 100.0













2012 年度の交流会への参加実績は、世帯単位で実質 5 割だが、アンケート回答者では 65％である。




1 ～ 2 回 27％
3 ～ 5 回 23％
6 回～ 15％
















形が変われば参加したい  5％ 70％
あまり参加したくない 11％




























































































































































a 公平に扱っている＋やや 38 人  1
b 不公平である＋やや 122 22
　　　　　　　 a/b （0.31） （0.05）
被災者間の不公平感
a 同じ被災者だ＋やや  71  5
b 格差がある＋やや  93 18
　　　　　　　 a/b （0.76） （0.28）
家族との分断
a やむを得ない＋やや  56  7
b 耐え難い＋やや 103 18
　　　　　　　 a/b （0.54） （0.39）
被災者であることの意識
a 知ってもらいたい＋やや  66 10
b 隠しておきたい＋やや  95 12
　　　　　　　 a/b （0.69） （0.83）
周囲の人の理解
a 理解がある＋やや  97 12
b 理解がない＋やや  71 11
　　　　　　　 a/b （1.36） （1.09）
相対的剥奪度
a 周囲より恵まれている＋やや 120 15
b 周囲より不利である＋やや  45 10
　　　　　　　 a/b （2.67） （1.50）
家族との人間関係
a 深まった＋やや 105 19
b ぎくしゃくした＋やや  50  4
　　　　　　　 a/b （2.10） （4.75）
避難先での人間関係
a 新たに形成したい＋やや 135 20
b 関わらないように＋やや  26  3
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As of December 26, 2013, Aichi prefecture had 1204 persons registered as 
evacuees from the earthquake, tsunami, and nuclear power plant disaster of 
March 2011 from Aomori, Iwate, Miyagi, Fukushima, Tochigi, Ibaragi, Chiba, 
Tokyo, Saitama, and Kanagawa prefectures . This number is the greatest in 
all the prefectures from the Kanto region westward, accounting for 2 percent 
of the evacuees to other parts of the country from the affected prefectures . In 
addition to the common plight of evacuees of the 3-11 disaster and the power 




was established by Aichi prefecture in June 2011 to provide support to the 
evacuees who have moved to the prefecture and its management is entrusted 
to an NPO .
The	views	expressed	in	this	paper	are	those	of	the	author.	It	reflects	on	three	
questions regarding relief activities in Aichi prefecture: Was the evacuee re-
ception and registration system used to best effect to help all victims? To 
what extent were we able to respond to the different needs of the individuals 
who evacuated for various combinations of reasons? In order to achieve such 
support what kinds of organized cooperation and support systems were built? 
What are needed at this juncture are as follows: （1） a systematic support 
system for all households, making use of the evacuee reception and registra-
tion system; （2） sharing awareness of needs emerging at different stages in 
evacuee life with the passage of time and working with evacuees on how to 
best meet those needs, and （3） sharing with persons related to evacuee sup-
port a vision that builds on the mutually complementary strengths and that 
rallies diverse social （local） resources .
Keywords: Great East Japan Earthquake, intermediary organization, par-
ticipatory model, mutual complement
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